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令和元年度第２回秋田県政策評価委員会 議事録

１ 日 時 令和元年８月９日（金）

９時３０分～１１時５０分

２ 会 場 ルポールみずほ ３階 ふよう

３ 出席者

●秋田県政策評価委員会委員

池村 好道 白鷗大学法学部 教授

岩根 えり子 株式会社デジタル・ウント・メア 代表取締役社長

佐藤 幸徳 公募委員

福岡 真理子 一般社団法人あきた地球環境会議 理事兼事務局長

松渕 秀和 一般財団法人秋田経済研究所 前所長

山口 邦雄(欠席) 秋田県立大学システム科学技術学部 教授

吉澤 結子 秋田県立大学 理事兼副学長

○県

嘉藤 正和 企画振興部 次長

阪場 進一 企画振興部 参事(兼)総合政策課 課長

齊藤 大幸 企画振興部 総合政策課 政策監

【政策「ふるさとの未来を拓く人づくり戦略」関連】

片村 有希 教育庁 総務課 課長

中山 恭幸 教育庁 生涯学習課 課長

武藤 祐浩 教育庁 生涯学習課 文化財保護室 室長

中嶋 敬子 企画振興部 総合政策課 読書活動推進監

伊藤 政仁 あきた未来創造部 あきた未来戦略課

高等教育支援室 室長
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【政策「犯罪の起きにくい社会づくりの推進」関連】

阿部 清喜 生活安全部 首席参事官

４ 開会

□ 事務局

ただいまから令和元年度第２回秋田県政策評価委員会を開会いたします。

５ 議事

□ 事務局

では、議事に入りたいと思います。ここからの進行は、池村委員長にお願いいた

します。

● 池村委員長

承知しました。

委員の皆様方、それから事務局の皆様、本日もどうぞよろしくお願いいたします。

会議を始めます前に、昨日と同様のお断りということになりますが、一言だけ申

し添えます。

本日の審議の内容は、後日、議事録として県のウェブサイトに掲載されます。そ

の際、委員名を秘匿する必要性は感じませんので、公開で行いたいと思います。よ

ろしゅうございますね。

【委員一同異議なし】

● 池村委員長

ありがとうございました。

それでは、議事（１）「令和元年度教育委員会及び公安委員会・警察本部長が行

う政策等の評価に関する実施計画等について」の教育委員会関係部分について御説

明をお願いいたします。

□ 片村教育庁総務課長
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教育庁総務課の片村でございます。

委員の皆様には、昨日に引き続きまして、どうぞよろしくお願いいたします。

それでは、私から資料１の教育委員会の部分について説明させていただきます。

公安委員会・警察本部に係る部分につきましては、公安委員会・警察本部長が実施

した政策評価の審議に入る前に県警本部から説明となりますので、よろしくお願い

します。

「Ⅰ 令和元年度評価実施計画の概要について」の教育委員会に係る部分につい

てでございます。この部分につきましては、教育委員会におきましても昨日説明い

たしました「知事が行う評価実施計画の概要」と同じ内容でありますので、説明を

省略させていただきます。

３ページを御覧ください。

「Ⅱ 令和元年度政策等評価の審議について」でありますが、こちらにつきまし

ても昨日と同様の記載となっておりますので、説明は省略させていただきます。

最後に、４ページを御覧ください。「Ⅲ 政策評価委員会における審査対象の選

定について」であります。

１に記載しております３つの選定の仕方に従いまして審議対象を選定した結果、

２に記載してございますように、政策６「ふるさとの未来を拓く人づくり戦略」、

施策７「地域を元気にする住民参加の学びの場と芸術・文化に親しむ機会の提供」、

そしてその中の事業「世界遺産－縄文ルネサンス－事業」について、自己評価の妥

当性の点検をお願いするものであります。

非常に簡単ではありますが、説明は以上になります。よろしくお願いいたします。

● 池村委員長

ありがとうございました。

ただいま説明をいただきました評価に関する実施計画等につきまして、何か御質

問等ございましたらお願いいたします。

● 池村委員長

それでは、御了解をいただいたということで先に進まさせていただきます。

議事（２）に移ります。
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令和元年度に実施した政策・施策・事業計画の調査審議でございます。

最初に、教育委員会が実施した政策等評価ということで、資料２の「ふるさとの

未来を拓く人づくり戦略」につきまして、事務局より順次説明願います。

□ 齊藤総合政策課政策監

総合政策課の齊藤でございます。

資料２を御覧ください。

この政策につきましては、御覧の７つの施策により構成されております。今、教

育長総務課長の方から説明がありましたとおり、今回は施策の７番「地域を元気に

する住民参加の学びの場と芸術・文化に親しむ機会の提供」について審議をお願い

することとしております。そして、施策関連事業といたしましては、「世界遺産－

縄文ルネサンス－事業」を審議の対象として選定しております。

それでは、１ページの政策評価の内容について御説明いたします。

一番下の欄を御覧ください。

政策を構成する７つの施策の評価結果でございます。「Ａ」、「Ｃ」、「Ｄ」評価が

各１つ、「Ｂ」評価が４つとなってございます。

２ページを御覧ください。各施策の評価理由です。

まず最初の施策６－１でございますが、代表指標の実績値が未判明であり、定量

的評価は「Ｎ」となっております。

そして、代表指標①に関しては、県の進路状況調査による実績では「ｂ」相当と

なっており、これは就職支援員等による体験活動支援や地元企業の紹介、求人開拓

などのきめ細かな取組によるものと考えております。

こうしたことを踏まえまして、総合評価は「Ｂ」となっております。

次に、施策の６－２でございますが、記載内容のとおり、代表指標の達成状況に

よる定量的評価結果は「Ｂ」でございまして、総合評価も同様の「Ｂ」となってお

ります。

次の施策６－３、そしてその次の施策６－４についても同様に、定量的評価結果

と総合評価が同様の評価となっております。

続きまして、施策の６－５ですが、指標の判定が「ａ」判定であるため、定量的

評価は「Ａ」となっております。
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定性的評価としては、教職員の資質能力の総合的な向上に向けた取組や高校の再

編整備などは順調に進んでいる一方で、市町村における統括コーディネーターの配

置率の達成状況は６４．０％であるなど、学校、家庭、地域が連携・協働して地域

ぐるみで子どもを育む体制の整備については、十分に進んでいるとは言えないもの

と考えております。そうしたことから、総合評価は「Ｂ」となっております。

続きまして、施策６－６でございますが、記載内容のとおり、代表指標の達成状

況による定量的評価結果は「Ｄ」でございまして、総合評価も同様の「Ｄ」となっ

ております。

最後の施策６－７については、施策評価の審議対象でございますので、ここでの

説明は省略させていただきます。

次に、３ページを御覧ください。

総合評価でございます。各施策評価結果の平均点が２．７１でございまして、結

果、定量的評価は「Ｃ」となり、総合評価も同様の「Ｃ」というふうに評価してお

ります。

私からの政策評価の説明は以上です。

□ 中山教育庁生涯学習課長

それでは、施策６－７について御説明をさせていただきます。

資料５ページを御覧ください。

まず、「１ 施策のねらい」についてですけれども、地域コミュニティを活性化

する取組や地域づくりへの住民参加を促進して、元気な秋田づくりにつなげていく

ため、生涯学習の成果を行動に結びつける環境づくりや文化遺産等の保存・活用に

取り組むほか、読書活動や芸術・文化体験活動の推進により、豊かな情操を育むこ

となどを施策の目的としております。

次に、「２ 施策の状況」でございます。「２－１ 代表指標の状況と分析」です

が、代表指標として「芸術・文化施設をセカンドスクール的に利用した小・中学生

の割合」ということで、平成３０年度の目標２８．０％に対して、実績としては２

４．３％、達成率は８６．８％ということで、指標の判定結果は「ｄ」ということ

になります。

下の分析の部分ですが、まず、達成できなかった要因の一つとしては、秋田県立
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美術館を利用する際のバス代の補助を行う事業を実施しておりましたけれども、そ

の規模を縮小したというところが大きな影響を与えたのかなというふうに考えて

おります。

その下の部分ですけれども、施設から過去の利用校にもっと使ってくださいとい

うふうな打診をしたり、こちらから学校を訪問するという出前授業も行っておりま

して、昨年度に比べて実績は少し改善しているという状況になっております。

続きまして、６ページを御覧ください。

「２－２ 成果指標・業績指標の状況と分析」というところですが、こちらに３

つの指標を掲げております。まず上から「生涯学習支援システムにおける生涯学習

講座の登録件数」の平成３０年度の達成率は１１２．０％、真ん中の「県立図書館

司書による県立学校図書館への訪問支援等の実施件数」の平成３０年度の達成率は

１００．０％、三つ目の「国・県指定等文化財の件数」についても、平成３０年度

の達成率は１００．５％ということで、この３つの指標についてはいずれも目標を

達成をしているという状況になっております。

続きまして、７ページを御覧ください。

「２－３ 施策の取組状況と成果」の「（１）多彩な学びの場づくりと学びを生

かした地域づくりの推進」の部分ですが、生涯学習支援システム「まなびサポート

秋田」というホームページに生涯学習に関するイベントなどの情報を登録するとい

うものですけれども、こちらについては大幅に登録件数を増やすことができており

ます。また、秋田のスマートカレッジや県庁出前講座で、多くの県民の方々に学び

の場を提供しているという状況になっております。また、読書活動の推進では、読

み聞かせボランティアの養成や県立図書館司書の県立学校図書館への訪問、ふるさ

と秋田文学賞の実施など、県民が読書に親しむ機会、機運の醸成を図っているとこ

ろでございます。

下の（２）のところですが、「良質な芸術・文化体験機会の充実と文化遺産の保

存・活用」ということで、博物館や美術館、そういったところで多彩な展覧会を開

催するという取組を行ったり、文化財、文化遺産、文化財保護の観点で言いますと、

今回は北海道・北東北の縄文遺跡群について、世界文化遺産の推薦候補となったり、

男鹿のナマハゲを含む「来訪神：仮面・仮装の神々」がユネスコの無形文化遺産に

登録されたということで、とても良いニュースがあったというような状況になって
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おります。

８ページを御覧ください。

「３ 総合評価結果と評価理由」です。まず、代表指標の達成状況は「ｄ」判定

で、定量的評価は「Ｄ」ということになりますが、関連する３つの指標が全て目標

を達成しているという状況でもありますし、このたびの「北海道・北東北の縄文遺

跡群」や、ナマハゲの来訪神のユネスコ無形文化財の登録がありましたので、そう

いったことを総合的に勘案して評価結果を「Ｃ」という形にしております。

施策評価の説明は以上になります。

□ 武藤教育庁生涯学習課文化財保護室長

教育庁の武藤でございます。

１１ページを御覧ください。

「世界遺産－縄文ルネサンス－事業」について御説明させていただきます。

まず左側、「１－１．事業実施当初の背景」です。平成１５年及び１９年の北海

道・北東北知事サミットの合意に基づき、本県の鹿角市大湯環状列石と北秋田市伊

勢堂岱遺跡を含めた北海道・北東北の縄文遺跡群を世界文化遺産候補に提案し、平

成２１年１月５日付でユネスコ世界遺産暫定一覧表に記載されました。世界遺産登

録への推進を通じて県内全体の文化遺産の保全につなげ、また、地域の活性化に資

することを意図した事業であります。

次に、「１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題」ですが、ユネスコ暫定

一覧表に記載されてから世界遺産登録への取組が本格化しました。平成３０年度は、

国の文化審議会で世界文化遺産候補に選定されましたが、自然遺産との競合により

国からの推薦は見送られました。ただ、先月７月３０日の文化審議会において、再

び文化遺産候補として選定されましたので、今年は国から推薦してもらうよう準備

を進めております。

２の「住民ニーズの状況」ですが、毎年開催している県民向けのフォーラムなど

においても活発な質疑が行われ、アンケート結果からも世界遺産登録を目指して遺

跡の価値を県民に周知することなどが求められております。

３の「事業目的」ですが、世界遺産への登録を第一としておりますが、併せて文

化財を生かした地域の活性化、文化財保護に対する理解を深めることも目的として
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おります。

４の「目的達成のための方法」ですが、世界遺産登録に向けては、文化庁と情報

を共有しつつ、ユネスコに提案する推薦内容の検討を進めております。

５の「昨年度の評価結果等」ですが、世界遺産登録に向けて国の推薦を受ける大

詰めの段階を迎えており、推薦書案の検討や遺跡群の周知活動などを十分に行う必

要があるというふうに評価しております。

６の「事業の全体計画及び財源」ですが、平成３０年度の決算額は１，７０６万

２，０００円です。普及啓発のための縄文パスポート小学生版の作成のほか、４道

県で進めている推薦書作成や、国際的合意形成事業等に要する経費です。このうち、

普及啓発のための事業については、国庫補助金を活用しております。

次に、１２ページを御覧ください。

「７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み」です。４道県及び１

４市で取り組んでいる事業であり、年度ごとの事業内容も異なるために指標設定は

しておりませんが、年度ごとのソフト事業に伴うアンケートにより県民の関心度を

把握し、事業に反映させることとしております。

１次評価ですが、必要性の観点は、課題、住民ニーズ、県関与の妥当性、それぞ

れ「ａ」ということで、全体の評価は「Ａ」としております。

有効性の観点は、指標を設定することができないために「適用不可」としており

ますが、平成３０年度には世界文化遺産推薦候補に選ばれており、登録に向けて着

実に進んでいることから、評価結果を「Ｂ」としております。

効率性の観点においても同様に「適用不可」としておりますが、コスト縮減とい

う点については、各年度の事業予算を青森県を事務局とする推進会議で精査した上、

効率的な事業実施に努めていることから、評価は「Ａ」としております。

これらを踏まえた総合評価は「Ａ継続」としております。本事業は、先月７月３

０日に開催された文化審議会においても世界文化遺産候補として再度選定された

ことからも、着実な進捗をしてきている状態であります。

事業評価の説明は以上になります。

● 池村委員長

ありがとうございました。一連の説明をしていただきました。
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それでは、これより調査審議に移りたいと思います。

昨日同様、事業、施策、政策という順番で行いたいと思います。

最初に事業評価についていかがでしょうか。はい、佐藤委員、どうぞ。

◎ 佐藤委員

事業評価について、実は調書を見て「あれっ」というふうに思ったのが率直な感

想です。それはなぜかというと、７の事業の効果を把握するための指標Ⅰ、Ⅱとい

うのがありますよね。そして、指標を設定できない場合は、その理由や効果の把握

方法を書くことになっている。私の読み解き方がまだ浅いからかもしれないけれど

も、この最終的な目標というのは世界遺産登録ですよね。そこで、普通一般的な話

で恐縮ですけれども、そういう最終目標を達成するために当然工程表というのがあ

ると思います。その工程表に則って、単年度ごとでも、２年ごとでもいいのですが、

いずれにしてもその細かいブレイクダウンがあって、その中で更に細分化された目

標なり方策が出てくる。それを達成するために人、物、金を動かし、ここで言えば

お金を使ってある種の目標を達成する、そして最終目的に到達するというのが一般

的な考え方だと思います。そういう意味で言うと、指標Ⅰ、Ⅱは設定できないとい

うけれども、しかし、ここ１年間において最終目標を達成するためにいろいろなブ

レイクダウンしたアクションというのがあるだろうし、そのアクションは誰かを動

かしてある種のアウトプットが出てくると。逆に言うと、そうしないと把握できな

いようにも思うのですね。したがって、フィードバックすべきアクションも出てこ

ないというふうな感じがするのです。だから、この指標を設定することができない

場合の効果の把握方法に記載されている説明だけでは、指標Ⅰ、Ⅱを設定できなか

ったというのは、まだぴんと来ない。もう少し深堀りをしたり、仕事の工程表に則

った、先ほど言ったようなアクションの項目を見れば、それなりの指標というのが

出てくるのではないのかということが一つ感想としてあります。

関連して思ったのですが、この施策に関連する事業というのは幾つぐらいあるの

ですか。そして中間評価に該当するものは幾つぐらいあるのですか。つまり何を言

いたいかというと、全体的に指標が設定されてないのか、この事業だけが特殊で指

標を設定できなかったということなのか、そこら辺のことを教えてもらえればなと

思います。ぱっと見た感じでは、大枚のお金を使っている割には、しかもやるべき
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ことがたくさんありそうな気がするけれど、目標設定ができなかったということに

違和感を覚えて腹にすとんと落ちてきてないという状況です。

● 池村委員長

それでは、教育庁の方からお願いします。

□ 武藤教育庁生涯学習課文化財保護室長

文化遺産に係る事業の中間評価に関しては、文化財関係では５件ほど行っており

ます。ただ、例えば埋蔵文化財の関係だとか、開発事業に併せて対応しないといけ

ないものがあったり、文化財保護助成という形で文化財を残していくために助成す

る事業などで、なかなか一定の具体的な目標設定がなじみにくいものがありますの

で、それに関しては指標設定できないというふうにしてあるものもあります。ただ

一方で、５か年で民俗芸能を公開する学校数をどれくらいにしようというような形

で、具体的な指標設定ができているものもあります。以上が中間評価した事業に関

しての概況の説明とさせていただきますが、よろしいですか。

● 池村委員長

佐藤委員どうぞ。

◎ 佐藤委員

そこがまだぴんと来ない。つまり冒頭言いましたように、大きな目的があってそ

れをブレイクダウンしていくと年度ごとのアクションがあって、そのためにお金が

出ていくでしょう。お金が出ていくからにはそれなりのアクションがあって、そし

てアクションがなければお金も発生しないでしょう。それなりの目標がないと皆さ

ん方はどういうふうにして仕事をしてるのですかと、私のような民間出身の者はす

ぐそう思うわけですよ。この事業は特殊だから目標設定はしないけれども最終目標

はこうだと。だけど、どういうふうにしてお金が動いてるのか気になりますよね。

私が財布を持つ立場だったら気になります。このお金は、ひょっとすると使われな

いかもしれないし、オーバーするかもしれないし、要するに動きが見えないのです

よ。とるべきアクションも見えないし、とるべき対策も出てこないし、次の課題も
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見えてこない。だからここの指標を設定することができない場合の把握方法という

のは、私に言わせれば本来あってはいけない項目ではないのかなと。何らかの経緯

があってこういうことを書いてあるのでしょうけれど、そんな感じがしています。

突然大異変が起こった場合以外は、やはり指標の設定というのは必要なのではない

のかなと思います。だから今の説明だけではまだぴんと来ないなと。私の理解不足

だからかもしれませんが、皆さん方の御意見があれば。

● 池村委員長

委員の皆様方の御意見を伺う前に、総合政策課の方で補ってください。

□ 事務局

事務局の方から説明をさせていただきます。

この縄文遺跡群の世界遺産登録の件に関しては、もう毎年毎年、来年推薦される

かどうかというような状況であるので、５年後の達成を目指して何かやっていくと

いう工程のあるような状況にはないのが今の段階です。このため、佐藤委員がおっ

しゃったような年度の中での工程表というのは、文化財保護室の中で定めて着実に

取組を進めていっておりますが、５か年だとか、そういう年度の段階で何か目標を

定めてやっていくような状況にはないので、事業の効果を把握するための年度別の

目標というのは、この事業に関しては設定していないという状況です。

◎ 佐藤委員

そこがね、ちょっと私は腹にすとんと落ちないなと。今年推薦されたいというこ

とで、そのつもりで働きかけてるわけでしょうけれども、今年は推薦されなかった

と。そうすると、そこにやはり自分たちの思っていることと違う何かがあるわけで

すよね、乖離が、課題が。それを解決しないと推薦されないのではないですか。そ

れとも順番待ちなのですか。順番待ちなのであれば予算をつけておく必要はありま

せんよね。そこら辺のところがちょっとぴんと来ない。

● 阪場企画振興部参事（兼）総合政策課長

例えば、先送りになったときにどういうＫＰＩを設定するのがふさわしいのか、



- 12 -

御意見を伺いたいと思うのですが。

◎ 佐藤委員

例えばオリンピックなどがいい例だと思うけれど、候補に手を挙げたけれど先送

りになりましたと。先送りになったときに、なぜ我々は先送りになったのだろうと。

できるだけ早く登録していただきたいわけですよね。

● 阪場企画振興部参事（兼）総合政策課長

具体的なＫＰＩとして何を設定すべきかという議論なのですが、具体的な目標と

して、指標として、どういうものを設定すべきか。議論として。

◎ 佐藤委員

例えば、選ぶ人がいるわけですよね。国際的な選ぶコミュニティがあるわけでし

ょう。あるいは日本の中でも委員がいるわけで、それに対して何かアクションをと

らなくていいのですか。つくったものをただ待ってればいいというものなのですか。

● 阪場企画振興部参事（兼）総合政策課長

それでは、その具体的なＫＰＩとして何を設定すべきかということです。

◎ 佐藤委員

実際の目標の項目として何をするのかということで、例えば今年あるアクション

をとって推薦されることを期待して待っていたけれど、どこか別のところが推薦さ

れたと。いつ登録されてもいいというものではないのでしょう。やはり期待値があ

るわけでしょうから、ここ１０年以内であればいいという目標ではないのでしょう。

そのとき、予備費か何か使ってやればいいのではないですか。そこら辺の感覚がち

ょっと分からない。

□ 事務局

佐藤委員がおっしゃるように、今年だめだったときには分析して来年度はどうし

ようかというようなことなので、あらかじめ毎年度の目標を立てて事業計画として
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進めていくというような状況ではないということです。結局、今年だめだったら来

年度はこういったところを工夫して、もっと文化審議会の方にアクションをかけて

いこうというようなことは、長期的に計画を立ててやっていくという趣旨のもので

はないので、そこは年度の中での取組工程としてやっていく形であり、長期的にや

っていくものではないということです。

◎ 佐藤委員

そうすると、予算の見積もりはどういうふうに算出するんですか。これ数字が予

算は出てますよね。予算の根拠があるわけでしょう。

● 池村委員長

要するに、いずれにせよ最終目的は世界遺産登録でしょうけれども、それは別と

して、毎年行っていく事業というものが、もしも目標管理型の事業実施という形を

とっているのであれば、そこに何らかの目標というものを設定することはできると

いうことでしょう。現に、１１ページに３つの３３年度まで想定されている事業が

あるわけですけれども、その業績指標を使うということもあり得るでしょう。それ

は参事がおっしゃったことに対する一つの答えではあるわけですが、まるっきり発

想を変えて、佐藤委員がおっしゃったように、別に数値目標を設定するというやり

方ではなくても、やはりどの段階でどういうやり方をしてどこまで進めるのかとい

う工程表を描きながら、今回どこまで進んでいますよということを数値的には測定

することは不可だけれども、しかし、この有効性の観点のところにはもっと丁寧に

書くこともできますよね。そういう考え方もあり得るということをおっしゃってい

るのだろうと思います。ですからやり方としては２つあるのだろうと思います。い

ずれにしてもそこがあまり明確な形で調書にはあらわれていないということを指

摘されているということです。

□ 武藤教育庁生涯学習課文化財保護室長

説明が十分でなくて申し訳ありませんでした。

状況としては、この事業は平成２０年度からやってきておりますが、世界遺産の

暫定一覧表に載った後に、今回通りましたけれども、世界文化遺産の候補となるの
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がまず一つ段階としてあります。その候補に選んでいただくための推薦書案を準備

するのに５年ほどかかってきました。２５年にそういうところまで来ましたので、

文化審議会で国の推薦候補にしていただけませんかとお願いしたのですが、その段

階で既に競合する相手が四つ五つとありましたので、実際にはその文化遺産候補に

なるのに、先ほどの説明にあったとおり、ここのところ毎年順番待ちのような状態

になっていたという実態があります。今回文化遺産候補になりましたので、この後

は、来年にはユネスコの諮問機関に実際に現地調査をしてもらい、その後、世界遺

産委員会にかかるという具体的な工程が見えるようになりました。そういう意味で

次にどういうふうに設定するかという点は考え直していけるかなというふうに今

お話を聞きながら思っていたところです。

● 池村委員長

ほかの委員の皆様、いかがですか。松渕委員、どうぞ。

◎ 松渕委員

７の指標名に「世界遺産登録」という文言がなければいけないと思います。指標

名が何もないというのに違和感があります。

それから、数値化と、ＫＰＩを求められるのでしょうけど、これについてはやは

り工程表もなじまないと思うのですよ、私は。だから結果として、この年度はこう

いう取組をして結果がどうだったか、進捗状況がどうだったかということを説明し

てもらえばいいと思います。例えば登録に向けて２０％、４０％、６０％という工

程表というのは、なじまないと思うのですよ。ですから私の要望は、指標名に「世

界遺産登録」と入れていただいて、数値化にはなじまないので、これまでの取組状

況、年度ごとの取組状況、それから進捗状況、結果、そういうものを記載してもら

えばいいと思います。

● 池村委員長

どうぞ、福岡委員。

◎ 福岡委員
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１１ページの「３．事業目的（どういう状況にしたいのか）」のところを改めて

読むと、後段の方の「世界遺産登録を」まずは「目指す」、そして、「併せて文化財

を生かした地域の活性化を図り、文化財保護に関する理解を深めることを目的とす

る」としていて、もし指標をあえて設定するとすれば、ここら辺がきっとターゲッ

トになっていくのかなと、今の議論を聞いて考えておりました。

そこで、質問させていただきたいのですが、１２ページの総合評価が「Ａ継続」

で、これはこれですごくいいと思いますが、この中の最後の方に「周知活動など十

分に行う必要がある」と明記されています。何か検討されているものが具体的にあ

るのかどうかというのを教えていただけますでしょうか。

□ 武藤教育庁生涯学習課文化財保護室長

まず、県内の小学生全員に分かっていただきたいなという思いがありますので、

小学６年生を対象に「縄文遺産パスポート」を作成して、大湯の環状列石と北秋田

市の伊勢堂岱遺跡のほかに、県南・県北・中央それぞれで縄文に関係したものが展

示されている場所を紹介して、そこに行っていただきたいなということでの取組が

一つあります。それから、毎年東京でフォーラムを開催するほかに、県内で周知活

動としてのフォーラムをやっているというのが今の取組です。この後の別の手立て

に関しては今検討しているところであります。

● 池村委員長

はい、どうぞ。

◎ 福岡委員

ありがとうございます。私たちは、ＪＩＣＡの事業などもやっていて、海外展開

する案件を形成する上でプロジェクト目標の上位目標というものをまず初めに立

てます。たぶんこの事業であれば世界遺産登録が上位目標になると思うのですが、

最終的に上位目標に到達するためにいろいろなアクティビティ、行動を起こしてい

かなくてはいけないわけで、そのＴｏＤｏリストをつくらされて、そこに向けて自

分たちの細かな目標値を設定して、到達度を評価していただくという評価される側

の人間だったりするのですけれども、そういった視点でもう一回考えられてもいい
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のかなということを今御提案しようと思いました。

それともう一つの提案ですが、この事業に関連する施策名が「地域を元気にする

住民参加の学びの場と芸術・文化に親しむ機会の提供」となっています。今ちょう

ど、小学生、中学生、高校生もですが夏休みで、毎日外でいろいろな環境のイベン

トや環境講座をやっていて、オンタイムでもう真っ黒ですけれど、ここ数年その活

動するエリアの高校がボランティアで、かなりの人数が私たちのプロジェクトにか

かわっています。教育庁さんなので当然御存じとは思いますが、今高校生にもボラ

ンティアをしたという実績がつくような仕組みになっているので、みんながウィ

ン・ウィンなんですね。ボランティアはできるだけその事業の中身を知ってサポー

トして、あるいは、この形であれば遺跡に関しておそらくインタープリター的に御

案内できる人になる。そうすると、彼らが秋田に残ればそのままいろいろな人に普

及・啓発してくれるでしょうし、残念ながら県外に出てしまった場合には、そのこ

とを伝える伝え手になってくれるというようなことも十分考えられるので、地域の

方の巻き込み方を上手に検討されて、シンポジウムもいいのですけれど、日程が合

わないと参加できませんので、先ほど申し上げました、上位目標に向けてどんな形

の指標の設定の仕方があるかということの御検討と、それから、その地域への波及

の仕方に関していろいろなアプローチを検討していただければと思います。

● 池村委員長

どうぞ。

□ 武藤教育庁生涯学習課文化財保護室長

今お話にありました子どもたちのボランティア活動に関しては、地元の北秋田市、

それから鹿角市でも取組が進められております。その点で、この県の方ではやって

おりませんので、評価には入れていないということがあります。ただ、お話にあっ

た上位目標の途中の部分をどう考えていくかという点は、この後考えていきたいと

思います。

● 池村委員長

少し施策の方にもかかわってしまいました。それから、事業のアクションの方に
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もかかわってしまいましたが、先ほどの事業評価の方にもう一回戻したいと思いま

すが、その観点でよろしいですね。岩根委員、どうぞ。

◎ 岩根委員

事業の観点というところで、先ほどの指標に関する部分が裏面の４分の１ぐらい

の結構な広さをとっているので、やはり何かあった方がいいなと思いまして、それ

では何にお金を使っているのだろうということで予算を見ますと、推進会議やワー

キンググループの活動などがあるので、例えばワーキンググループの活動数が何件

あったとか、そういうのは指標にしやすいのではないかなと端的に思いました。最

終的な上位目標というところはもちろん世界遺産への登録というところにあると

思いますが、文化財の保全につなげ、地域の活性化に資するというところでは、そ

の小学生が「縄文遺産パスポート」を受け取ってどれだけ活動したのかなど、そう

いったものが見えるといいのではないかと思います。

それと、この事業の内訳で、２９年度と３０年度の予算を見ると、２倍くらい増

えています。その予算の中で活動して世界遺産への推薦が見送られて、本年度の活

動費がまた減っているのですけれども、この辺の予算的な面は大丈夫なのかという

ところを質問させていただきます。

□ 武藤教育庁生涯学習課文化財保護室長

事業内訳０２の「世界遺産登録推進事業」というのは、秋田県としては負担金と

いう形で執行するものになるのですが、北海道、岩手、青森、秋田県の４道県と、

関係する１４市町が推進会議という、世界遺産登録に向けての事務局をつくってそ

こで行っている事業です。この中のワーキンググループというのは、先ほど説明し

ました推薦書という学術的な報告書、結構分厚い報告書ですけれども、その内容の

文言を検討するための会議です。この会議は、文化庁からこの後に進めるための課

題として指示されているものがあって、それをどういうふうな表現でクリアしよう

かということを検討する会議ですけれども、最初の段階で何回ワーキングをやった

らその課題がクリアできるかというのがなかなか読み切れない部分がありまして、

昨年度だけで１６回、その前の年でも６回、始めたのがその前で、そのときはあま

り進められなかったので回数が少なかったというような状況になっております。推
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薦書の内容がどんどん成熟してきて、いよいよ推薦に近づいてきたということがあ

って、昨年度はそれだけの回数をこなし得たという部分があるので、会議の回数と

いうような形の指標を設定しづらかったというのが実態としてあります。

それから、予算の点で３０年度の予算が大きく増えたのは、昨年度世界文化遺産

候補になりましたので、その時点で海外プロモーションが必要だということになり、

途中で増額補正させていただいて、ユネスコの本部へのアクションをとったり、パ

リで縄文展を開催したりしたほか、海外の専門家に推薦書の内容としては、どうい

う具合の英語表現にしたらよいかを検討する、推薦書作成のための英文作成ワーキ

ングを追加したことで予算が膨らんだという経緯があります。

● 池村委員長

なかなか議論が難しいところに行ってしまいましたけれども、ただ、お聞きして

いて、ひとつ方向性として見えてきているのは、今おっしゃった会議の回数でもい

いのではないですかということ。今年度何回予定して、実績として何回実施しまし

たというのでも成り立ちますよということです。つまり事業を実施しておられるわ

けだから、それに見合った指標の設定というものを不可能だとお考えになる必要は

ないので、先ほど２つの選択肢というふうに言いましたが、１番目のやり方は十分

に可能だという方向で今御議論をいただいたということになろうかと思います。

ただ、予算のつけ方もそうでしたけれども、３０年度は本当に正念場と捉えられ

て一生懸命努力されたわけでして、唯一指標を設定するというのであれば、登録に

なると。そこからすると、指標を設定すること自体が無理なのか、むしろ達成率８

０％未満、ゼロだったのか、その理由をこの推移のところに書くのか、あるいは推

移のところではなくて、有効性のところに書くというやり方もあり得ないわけでは

ないと思います。ただ、それは座りが悪いので、今後のアクションのところに、工

程の中で今までこういうふうに進んできたけれども、今後はこういうことに留意し

て進めたいというふうにもっていくのはひとつあり得るのだろうと思います。その

辺でまとめさせていただきます。

選択肢の一つ目が不可能ではないというのは、それをやらないと事業実施を効率

的にやったのかどうかというのが見えてこないのですよ。効率性の観点にも大きな

影響を及ぼしてくる。今、有効性のところだけで議論していましたけれども、そこ
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にも実は関係してくるので、やはり何らかの形でその指標の設定というものは可能

であろうという方向でお考えいただきたいと思います。ただ、佐藤委員が言われた

ような工程表の中での進捗状況をいずれかの箇所で示しておくということも十分

可能なので、そこにも配慮を願いたいということになろうかと思います。

ただ、評価という点で言えば、この７月にも再度、候補に選定されているという

こともあって、有効性という意味では「Ｂ」となさっておられるのは、特に委員の

間でも異論はないと思います。ですから、評価結果として「Ａ」、「Ｂ」、「Ａ」で「Ａ」

というのは、特に問題とする必要はないかと思いますけれども、今申し上げました

ように指標の設定の仕方、それから、目標に向けての達成度の書き方を工夫する必

要が今後あるのではないでしょうか、というふうに指摘をさせていただきます。

以上でよろしゅうございますね。

はい、松渕委員。

◎ 松渕委員

総合評価が「継続」ということで、これはこれでいいのでしょうけれども、その

後の文章が少しどうかなと。「大詰めの段階を迎えてきて周知活動などを十分に行

う必要がある」ということですが、この後審査という大変高いハードルがあるでし

ょう。周知活動だけでいいのですか。ほかの遺跡群に負けないように、クマ対策も

含めて整備を進めなければいけないでしょう。それからボランティアの方は、小・

中学生も一生懸命頑張ってやっていますよね。その実績みたいなことをここに載せ

てほしいし、もしボランティアを何人養成するなどの取組があれば、それも入れて

ほしいですね。事業評価のところで少し注文をつけたいと思います。

● 池村委員長

はい。ＰＤＣＡのアクションの方に関わるところで、今後のことですので、どう

ぞ御検討ください。

□ 武藤教育庁生涯学習課文化財保護室長

ありがとうございます。この後、非常に高いハードルがまだまだありまして、そ

の部分に関しては、今いただいたお話を踏まえながら表現の方はまた検討させてい
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ただきたいと思います。

● 池村委員長

ありがとうございました。

それでは施策、それから時間も押していますけれども政策の方でいかがでしょう

か。両評価について御意見等ございましたらお願いいたします。

はい、松渕委員どうぞ。

◎ 松渕委員

「県立図書館司書による県立学校図書館への訪問支援等の実施件数」という指標

がありますが、県立学校図書館というのは、どういう性格で何箇所あるのでしょう

か。

□ 中山教育庁生涯学習課長

お答えします。

端的に言うと高等学校が対象ですので、五十数校あると思います。

◎ 松渕委員

全高校が対象ということ。

□ 中山教育庁生涯学習課長

そうですね、はい。

● 池村委員長

はい、岩根委員どうぞ。

◎ 岩根委員

施策の評価は、定量的評価が「Ｄ」で、総合評価が「Ｃ」になっております。「Ｄ」

を「Ｃ」に上げるためには、やはりきちんとした数値的な理由があった方がいいか

なと思いまして、８ページの記載で「生涯学習支援システムへの登録件数が大幅に
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伸びた」ではなく、何％達成したとか何件増えたとか、そのため定量的評価は「Ｄ」

だったけれども、総合的にはすごく頑張っているので「Ｃ」ですとした方が分かり

やすいかなと思いました。

● 池村委員長

いかがですか。

□ 中山教育庁生涯学習課長

もしそういう形に修正した方がよければ対応させていただきます。

● 池村委員長

はい、どうぞ。

◎ 松渕委員

「セカンドスクール」という言葉が何回か出てくるのですが、よく分からない。

これはイコール美術館、博物館等の４館のほかにプラスアルファはあるのですか。

「セカンドスクール」というのは、どこまで包含されてるのか。

□ 中山教育庁生涯学習課長

まず、セカンドスクール的利用というのは、例えば美術館とか博物館とか、自然

の家も含めて、小・中学生がそこに来て、例えば美術を鑑賞するなどそういったこ

とを授業時数としてカウントできる、そういう利用方法のことをセカンドスクール

的利用というふうに言っております。代表指標の芸術・文化施設は、美術館、博物

館、農業科学館の４館としていますが、県全体で言いますと自然の家などを含めた、

いわゆる社会教育施設で行われる活動に小・中学生が来て、それを授業時数として

カウントされる場合は、それをセカンドスクール的利用と呼んでいるというもので

ございます。

◎ 松渕委員

実績については申告制ですか、それとも県の方で把握する手段をお持ちなのです
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か。

□ 中山教育庁生涯学習課長

基本的には、利用する際に、どういった形で活用するかというのを確認して、そ

れをカウントしておりますので、例えば今回の体験については、社会でとか美術で

とかそういうことを把握しております。聞き取りで把握するという方法をとってお

ります。

◎ 松渕委員

漏れがないといいなというのが今お話を聞いて感じたところです。

それから、秋田県立美術館利用時のバス代補助の規模縮小とあるのですが、これ

は入館料なども補助しているのですか。

□ 中山教育庁生涯学習課長

入館料については無料ですので。

◎ 松渕委員

無料になっているのですか。

□ 中山教育庁生涯学習課長

はい。子どもは無料です。

◎ 松渕委員

そのバス代補助がなくなったため利用者が伸びなかったというくらいに理由と

して大きいのですか。

□ 中山教育庁生涯学習課長

大きな要因としては平成２７年度からのバス代補助です。全県的に補助していた

頃は、２，５００人とか２，９００人とかの利用があったのですが、予算の縮小も

あり、美術館に遠い県北だけの補助にした結果、３０年度は２００人台にとどまっ
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ています。その人数がもし２，０００人規模で来ていればかなり目標達成に近かっ

たということもあって、大きな要因として挙げているというところです。御指摘の

ように、この１個の事業をもって全てを包含するというのはなかなか難しいところ

ではありますけれども、ここでは主な要因として挙げております。

◎ 松渕委員

くどいようですけれども、目標が２８．０％というのはあり得ないと思うのです

よ。１００％でなければいけないと思うのです。そもそも論として。地理的ハンデ

があるからその人たちに利用させない、できないというのはあり得ないと思います。

ちょっとこれは再考してほしいなと思っているところです。

□ 中山教育庁生涯学習課長

これは補助しなくても来てくれている学校もあるということの実績です。

◎ 松渕委員

あるといってもこういう実績で、１００％になっていないのですよね。

□ 中山教育庁生涯学習課長

はい。１００％にはなってないという状況です。

● 池村委員長

まあ、現状値からスタートしていますからね。

はい、どうぞ。

◎ 吉澤委員

目標値が徐々に徐々に２８、２９、３０というふうに上がっていくので、聞くと

ころによるとこういうセカンドスクールの制度は小・中学校で推奨されているとい

うことですが、数年前、大曲の農業科学館に行ったときは、県外からの利用もある

ということでした。バスを仕立てるのは大変だと思いますし、これは来年以降の問

題になりますけれど、やはり応援していただきたい、応援するべきなのではないか
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なと思いました。

□ 中山教育庁生涯学習課長

応援いただけるのは本当にうれしい話ではあるのですけれども、正直申し上げま

して我々として苦しいところは、そういういわゆる移動の補助みたいなことになる

と、それは本来学校で出すべきものでしょうとどうしても言われてしまう部分があ

るということで、私もどちらかというと必要かなと思っていますので、そこは今後

とも頑張っていきたいと思います。ありがとうございます。

● 池村委員長

御参考になさってください。

私からは１点だけ。先ほど８ページの岩根委員が触れられたところに関連して、

２ページの施策６－７については御留意いただきたいということなのですが、同じ

２ページの施策６－５について、これだけの資料では見えにくいところはあるので

すが、意見めいた御質問をさせていただきたいと思います。条例上も政策等の効果

の把握というのは、できるだけ定量的にとされているわけです。御存知のように国

の政策評価の場合も同様に、できるだけ定量的にという規定があります。それだけ

に、同じ指標の中でも代表指標というものには重みのあるものを選定しているはず

なのですね。その結果が「Ａ」判定ということですけれども、総合評価で「Ｂ」に

下げています。下げる場合も逆に上げる場合と同様に慎重に考える必要はあるだろ

うと思うのです。先ほど施策６－７について、もう少し丁寧というか説得力のある

ようにというふうに要望が出ていましたけれども、私もこの施策の６－５について

は、統括コーディネーターの配置率が６４．０％となかなか進んでいないというこ

とが挙げられていて、それが定性的評価部分の大きな理由になっていると思うので

すけれども、ただ、その後の学校・家庭・地域が一体となっていく体制整備という

意味では、４ページの「今後の対応方針」で、地域学校協働本部というものが出て

きたりするわけです。まあ同質的なものだと思いますけれども。これの進捗率とい

うか整備率というものはどのようになっているのでしょうか。

今言った趣旨というのは、定量的評価を定性的評価で動かすのは慎重にという一

環として、この定性の部分を見ると、確かにコーディネーターの配置率は低いと言



- 25 -

わざるも得ないけれども、一方で、この地域学校協働本部のようなものについても

考慮しなければならないのだろうと思うのですが、こちらの方はどうですか。

□ 中山教育庁生涯学習課長

お答えいたします。

地域学校協働活動についてですが、いわゆる学校支援のような協働活動をやって

いるところは、今年度の実績では２５市町村中２０市町村となっておりますし、「家

庭教育支援チーム」や「放課後子ども教室」といった取組も幅広く協働活動という

ふうに捉えています。それで言いますと、２５市町村のうち２２市町村で行われて

いるということで、活動自体は全県域に広がってきているというような状況になっ

ております。

● 池村委員長

つまり私が言いたいのは、この「６４．０％であるなど」の後ろ、「体制整備が

十分に進んでいるとは言えない」と締めくくっておられるけれども、そこまで低く

評価しなければならない状況なのかということをお聞きしたい。

そして、更に言えば、コーディネーターというのは、いわばレイマンを使うわけ

ですよね。

□ 中山教育庁生涯学習課長

そうです。

● 池村委員長

そこの難しさというのかな、教育委員会関係者ではない人ということになります

からね。まあその当てが外れたと言えばそれまでなのかもしれないけれど、なかな

か進めるのは難しいという面があると思うのですよ。

ですから、そこを数字だけで強調されるのもいかがかと思うということなのです。

更に言えば、二つ目の黒丸の「教職員の資質能力の」というふうに進んでいくくだ

りで、「一方で」となっていて、「体制整備は進んでいない」としているのだけれど

も、逆転とも言えないかなといいますか、確かに、その体制整備はコーディネータ
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ーの問題などもあって十分な進み方がされていない一方で、教職員の云々等は順調

な進み方をしていると。つまり主節と従属節で、どっちに持っていくかという問題

だと思うのですね。これだけの資料ですから分かりませんけれども、何と言うのか、

定性的に評価を下げなければならないというふうにも見えないのだけれども、そこ

を質問させていただきたいということです。

□ 中山教育庁生涯学習課長

そういう意味で言いますと、指標として設定しているのが統括コーディネーター

の配置率で、６４．０％という実績がありますので、現状としては、そこを捉えて

評価を下げる表現にせざるを得ないというところが正直なところですけれども、先

生の御指摘のように、地域学校協働活動自体は県全域に広がってきています。また、

このコーディネーターの配置についても、平成２９年に国の方で法律が改正されて

コーディネーターを置きましょうといったときに、県としては市町村の職員でもい

いのでまず任命してくださいというふうにお願いをして、市町村の職員が今やって

るというのが現状です。その上で本来あるべき姿としては、やはりおっしゃったよ

うなレイマンがやって、地域をつないでいくというのが大事だろうということで、

少し厳しめの評価にしたところです。

● 池村委員長

そういう制度ですよね。

□ 中山教育庁生涯学習課長

はい。コーディネーター自体は配置してあるので、そういった意味では、ここは

もう少し前向きな表現といいますか、そういった形に変えさせていただくというの

はできるかなというふうに考えております。

● 池村委員長

さらに、３ページのところを参照しますと、県民意識調査の結果をストレートに

総合評価に結びつけるということは当委員会ではしたくないという方向で臨んで

はいるのですけれども、ただ、施策６－５については３．０３で、３以上ではある
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のですよ。通常というか今までは、県民意識調査の結果が低いがゆえに定量的なも

のを下げるという際にここを随分重視してきた面があるのですが、少なくとも今回

は、下げるという方向には働かないのですよね。それなりに考慮するとしても、定

量的評価を下げるという方向には働かない。そういう事情もある。ですから、これ

は、一委員としての見方ですけれども、施策６－５について「Ａ」を総合評価で「Ｂ」

にしたということについては、結果は問いませんけれども再度検討していただく余

地はあり得るのではないかなと。つまり「Ａ」が「Ａ」のままでいいという評価も

あり得ませんかということなのですが、そこら辺はいかがですか。

□ 片村教育庁総務課長

総務課ですけれども、検討過程の中で実は教育庁の中でも話がありまして、先ほ

ど中山課長からも話がありましたけれども、統括コーディネーターについては、市

町村職員以外であれば６４．０％ですが、市町村職員もカウントしますと９割近い

数字になっておりまして、そこまで厳しくする必要はないのでないかという話もあ

りました。しかしながら自己評価という面で考えますと、少し厳しめにして来年度

頑張るという話があったことから下げたという経緯がございます。

● 池村委員長

評価を厳しめにすることは私も良しとするところではあります。ですから、定量

を定性によって上げるということについては、かなり慎重でなければならない。け

れども、定性によって評価を下げるということは、また少し趣きが異なるのではな

いかということを申し上げているということです。

□ 片村教育庁総務課長

したがいまして、内部でも「Ａ」でいいのではないかという話もありましたので、

本日の御意見を踏まえまして再度検討する余地というのは十分あり得ると思いま

す。

● 池村委員長

今のは一委員として申し上げましたけれども、ほかの委員の皆様方、再検討をし



- 28 -

ていただくという方向で御支持いただけますでしょうか。

【委員一同異議なし】

● 池村委員長

全員から御了解を得ましたので、そういう方向で御検討いただきたいと思います。

少し時間も押しておりますので、この辺で区切らさせていただきまして、集約と

いうことになりますが、この政策６につきましては、仮に施策の評価結果が変わる

としても政策のところへ影響が及ぶということはなさそうでありますので、政策の

評価と事業の評価については妥当であると。ただし、施策の評価については、当政

策評価委員会としては再度御検討いただく必要性を指摘しておきたいというふう

に思います。

なお、事業につきましては指標の設定を今後もう少しお考えいただく必要がある

だろうと。それから、達成度の書きぶりについても工夫の余地があるだろうという

ことです。それから、施策の６－７については、もう少し詳細にと言いましょうか、

説得力のある記述が望ましいという御意見があったということにいたします。

そういうことでまとめさせていただきます。施策の点につきましては答申の中に

盛り込むという形にさせていただきます。その余は記載はしないけれども改善を願

いたいという扱いにさせていただきたいと思いますので、御了承いただきたいと思

います。文面、文案のとりまとめは、事務局と本職に御一任をいただきたいと思い

ます。

ありがとうございます。

それでは、本件については以上ということでありがとうございました。

１０分休みを入れたいと思います。

〔休 憩〕

● 池村委員長

それでは、資料３に入るわけですが、その前に先ほど事務局からも説明がありま

したけれども、資料１に戻っていただきまして、「令和元年度教育委員会及び公安
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委員会・警察本部長が行う政策等の評価に関する実施計画等について」の中の公安

委員会・警察本部長の部分について御説明をお願いいたします。

□ 畠山警察本部警務課主席調査官

警察本部警務課の畠山でございます。

私からは、資料１の２ページ目と４ページ目に記載のあります公安委員会・警察

本部長に係る部分について説明いたします。

今年度、公安委員会・警察本部長が行った政策評価は、２ページに記載しており

ますとおり、平成３０年度の県警察の重点目標のうち、「第３期ふるさと秋田元気

創造プラン」に関連する４項目でございます。この中から、今年度の政策評価委員

会における調査審議対象としまして、４ページに記載しておりますとおり「犯罪の

起きにくい社会づくりの推進」を選定したところでありまして、その理由について

申し上げます。

まず、県警察の問題意識としまして、第１に、当県の刑法犯認知件数の推移を見

ますと、昨年は微増したのですが、年々減少傾向にありまして、数値面ではこれま

での対策に一定の成果が見られるところです。一方で、殺人強盗等の凶悪事件や特

殊詐欺、子どもへの声掛け事案など、県民が不安を感じる事案が後を絶たないなど

県民の体感治安は必ずしても良好とは言えないこと。第２に、人口減少、少子高齢

化の進行を受けまして、ボランティアの高齢化、団体の減少、地域社会の関係の希

薄化などによる地域防犯力の低下が懸念されること。これらを強く認識しており、

それゆえ、秋田県地域安全ネットワーク事業の一層の活性化など犯罪の起きにくい

社会づくりの推進に取り組んでいるところでありまして、今回、本政策について御

審議いただこうとするものでございます。また、本政策は平成２７年度以降審議対

象になっていないことも、今回選定した理由の一つでございます。

以上となります。

● 池村委員長

ありがとうございました。

それでは、ただいま御説明をいただきました実施計画等につきまして御了承いた

だけますでしょうか。
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【委員一同異議なし】

● 池村委員長

それでは、資料３の「犯罪の起きにくい社会づくりの推進」の調査審議に入りま

す。

最初に事務局より順次御説明をお願いいたします。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

警察本部生活安全企画課長の阿部でございます。本日はよろしくお願いいたしま

す。

資料３を御覧願いたいと思います。本日御審議していただくこととなっておりま

す政策「犯罪の起きにくい社会づくりの推進」につきまして、評価調書に基づき御

説明させていただきます。

政策評価調書を御覧ください。

まずはじめに、「Ⅰ 政策を取り巻く治安情勢」についてであります。

全国的に治安のバロメーターとも言える刑法犯の認知件数は減少傾向にあり、本

県におきましても、昨年は２，４６０件で前年よりもプラス３２件と微増となった

ものの、３年連続で３，０００件を下回っており、ピーク時、平成１３年は１万２，

７６８件でしたが、この約５分の１にまで減少しております。しかしながら、近年、

ストーカーやＤＶ事案の取り扱いが高止まりの状態にあるほか、昨年は子どもに対

する声掛け事案の認知件数が過去最高を記録するなど、体感治安の改善には至って

いない現状にあります。また、特殊詐欺やサイバー犯罪も後を絶たないなど、県民

の治安に対する不安は、刑法犯認知件数の減少とは対照的に増えているような状況

にあり、警察を取り巻く情勢は厳しいものと言えます。このため、自治体はもとよ

り地域住民、関係機関・団体、事業所等と、警察が一体となって地域安全活動に取

り組み、犯罪の起きにくい社会づくりを推進することが求められております。

次に、「Ⅱ 政策の目的」について御説明いたします。

先ほど説明してまいりましたとおり、近年、子どもに対する声掛け事案等が増加

傾向にあるほか、新たな手口の特殊詐欺やサイバー犯罪の発生により県民の治安に
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対する不安が続いている状況にあります。そのため、地域の犯罪情勢に即した効果

的な犯罪抑止対策を推進する必要があり、地域安全ネットワークを構成する町内会

をはじめ自治体、学校及び防犯ボランティア等の関係機関・団体と連携しまして、

地域住民の防犯意識の高揚を図るとともに、社会における規範意識の向上を促進し、

犯罪の起きにくい安全で安心な地域社会の実現を目指すことが本政策の目的であ

ります。

続きまして、「Ⅲ 政策を構成する施策の推進状況及び評価結果」について御説

明いたします。

はじめに、「１ 施策推進の基本及び取組」についてであります。

県警では、それぞれの地域における犯罪の発生状況を分析するとともに、秋田県

地域安全ネットワークを構成します町内会や自治体等の関係機関・団体に対する支

援を積極的に行うことにより、犯罪の起きにくい社会づくりを推進しております。

具体的には、地域の犯罪情勢に即した犯罪抑止対策の推進と秋田県地域安全ネット

ワークによる地域安全活動の推進、そして子ども・女性及び高齢者を犯罪から守る

ための対策の推進、特殊詐欺の被害予防に関する総合的な対策と検挙活動の推進、

鍵掛け等盗難被害防止対策と検挙活動の推進の４つを重点に掲げて取り組んでい

るところであります。

３ページを御覧いただきたいと思います。

次に、「２ 数値目標及びその達成状況」について御説明いたします。

各施策の指標につきましては、刑法犯認知件数の減少率から見る治安情勢の指標、

防犯ボランティア団体数から見る自主防犯意識の指標、自転車盗難被害の無施錠率

から見る犯罪抑止対策効果の指標の３つを掲げております。

刑法犯認知件数の減少率につきましては、前年比１０％の減少を目標としており、

その達成率を算出しております。昨年の刑法犯認知件数は前年比プラス３２件と１

７年ぶりに微増に転じましたので、達成率はマイナスとなっております。

次に、防犯ボランティア団体につきましては、数値目標を全県の小学校数プラス

全県の市町村数に３を掛けた数としております。ちなみに昨年は、全県の小学校数

が１９９校で全県の市町村２５掛ける３の７５ですので、数値目標は２７４となり

ます。防犯ボランティア団体は、基本的には小学校の学区単位で立ち上がっている

団体が多いですが、そこに各市町村単位でプラスアルファ３団体が活動する環境を
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目指すものであります。防犯ボランティア団体を増やすということが目的ではなく、

こうした重層的なネットワークを構築しまして、その活動を促進し、最終的には地

域住民の自主防犯意識を高め、社会の規範意識を向上させることが目的であります

が、防犯ボランティアに関わる方々の高齢化などによりその数は年々減少しており、

昨年は８２．５％の達成率となっております。

最後の自転車盗難被害の無施錠率ですが、全国の無施錠率が約６割なのに対し、

本県の無施錠率は８割となっております。無施錠率を全国平均まで押し上げるべく、

広報啓発活動や管理者対策などを推進してまいりたいと思います。

続きまして、「３ 施策の評価結果」について御説明いたします。

地域社会と一体となった地域安全活動を推進した結果、平成３０年の刑法犯認知

件数は前年比３２件プラスとなったものの、島根県に続き全国で２番目に少なく、

３年連続で３，０００件を下回るなど一定の成果を上げているほか、検挙率も３年

連続で全国１位となっております。その一方で、犯罪の起きにくい社会づくりの実

現に向けてボランティアの確保や無施錠対策などが課題となっていることから、有

効性につきましては「Ｂ」評価とし、各観点の評価結果を踏まえまして、総合評価

は「Ａ」としております。

なお、１の「地域の犯罪情勢に即した犯罪抑止対策の推進」事業費は８８７万１，

０００円、そして今回御審議していただきます、２の「「秋田県地域安全ネットワ

ーク」の活性化及びこれを基盤とした社会の規範意識の向上と絆づくりの推進」の

事業費は２１１万６，０００円となっております。

続きまして、４の「施策の推進状況」について御説明させていただきます。

施策の推進状況につきましては、調書に記載のとおり、「（１）地域の犯罪情勢に

即した効果的な犯罪抑止対策の推進」、「（２）情報発信活動」、「（３）要望把握活動」、

「（４）地域安全活動に対する支援活動」、「（５）高齢者対策の推進」、「（６）窃盗、

特殊詐欺等の被害防止対策」、「（７）街頭防犯カメラの整備」により犯罪の被害を

未然に防止するとともに、地域の自主的な防犯活動を支援してまいりました。

続きまして、５ページを御覧いただきたいと思います。

「Ⅳ 政策の推進状況に関する県民意識」についてであります。

調書に記載のとおり、県警からの情報提供や活動支援に対しまして、県民からは

「最近の犯罪情勢などについて把握ができた。」、「もしもの際の対応に生かした
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い。」などの意見が寄せられているほか、特殊詐欺の被害防止に関する講話依頼が

増えるなど、県民の防犯意識が高まっている状況にありますので、関係機関と連携

協働の上、より一層取組を強化する必要があると考えております。

続いて、「Ⅴ 政策の評価」についてであります。

総合評価については「Ａ」評価とさせていただいております。

「１ 政策の推進状況」につきましては、先ほど説明させていただいたとおり地

域社会が一体となって取り組んだ結果、刑法犯認知件数の減少傾向を維持したほか、

検挙率につきましても全国のトップクラスを維持しておりますので、本政策は順調

に推進されているものと認められます。

次に、「２ 課題と今後の推進方向」についてでありますが、犯罪の総量抑止と

いう点につきましては、全国でもトップクラスの成績を上げているものの、防犯ボ

ランティア団体の減少や自転車の盗難被害の無施錠率の高さ、ストーカー、ＤＶ事

案、子どもに対する声掛け事案が高止まりの状況にあるなど、県民の体感治安が向

上しているとは言いがたい犯罪情勢にありますので、引き続き関係機関と協力して

各種施策を推進してまいります。

続きまして、施策であります。「「秋田県地域安全ネットワーク」の活性化及びこ

れを基盤とした社会の規範意識の向上と絆づくりの推進」について説明いたします。

７ページを御覧いただきたいと思います。

最初に「Ⅰ 施策の内容」についてであります。

施策の目的につきましては、犯罪のない明るく住みよい地域社会を実現するため

に、地域住民の方々による地域安全活動を支援し、自主防犯意識の高揚を図るとと

もに、地域における絆、いわゆるコミュニティ機能の醸成と自治体や会社、事業所

を巻き込んだ重層的なネットワークの構築を促進するものであります。

続きまして、「Ⅱ 施策の推進状況」についてであります。

施策の指標につきましては先ほど説明したとおりであり、事業の概要につきまし

ては、本事業は平成１７年度から地域と連携した防犯体制の整備事業として開始し

ております。

施策の具体的な内容といたしましては、各種広報媒体を通じ犯罪の発生状況や防

犯に関する情報を発信したほか、県内にある１５０カ所の交番・駐在所の勤務員が

各種会合等、平成３０年には２，０２９回の会合に参加しており、住民の意見・要
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望等の把握に努めております。また、各警察署におきまして地域安全ネットワーク

推進交流会を４２回実施したほか、学校等を対象とした防犯教室や不審議対応訓練

を延べ５３３回実施するなど、地域安全活動の支援を行ってまいりました。さらに、

治安情勢に応じまして事業所等とも幅広く連携するなど、重層的な防犯ネットワー

クの整備を推進してまいりました。

９ページを御覧ください。

続きまして、「Ⅲ 施策を取り巻く治安情勢」についてであります。

平成１５年から「街頭犯罪等抑止総合対策」を推進した結果、全国の刑法犯認知

件数は平成１４年の約２８５万をピークに減少を続け、平成３０年には８１万７，

０００件にまで減少しております。本県につきましても、先ほど説明したとおり、

ピーク時の平成１３年の約５分の１まで減少しており、犯罪の総量抑止という点に

つきましては一定の成果を上げておりますが、ストーカーやＤＶ事案、子どもに対

する声掛け事案が高止まりの状況にありますので、治安情勢に応じたよりきめ細か

な対策が必要となっております。

続きまして、「Ⅳ 施策の評価」についてであります。

初めに「（１）必要性」についてでありますが、必要性は「高い」と認め、「Ａ」

としております。

本県の刑法犯認知件数は減少傾向にあるものの、罪種によっては増加している犯

罪があるほか、先ほど来説明のとおり、ストーカー、ＤＶ、声掛け事案の取り扱い

が高止まりの状況にあり、特殊詐欺被害も後を絶たないなど、体感治安が必ずしも

向上していないという状況下にあります。また、良好な治安を維持することは全て

の活動の基盤となるものでありますので、本対策の必要性は極めて高いと認めます

ので「Ａ」評価としております。

続きまして、（２）の「有効性」についてですが、これは「Ｂ」としております。

地域住民に対しまして、様々な広報媒体や会合、訪問活動を通じて犯罪の発生や

防犯に関する情報を提供するなどした結果、地域安全活動の活性化や犯罪認知件数

等の減少につながっていることから有効性が認められる一方、防犯ボランティア団

体の確保や無施錠対策が課題となっておりますので、これは「Ｂ」評価とさせてい

ただいております。

次に、（３）の「緊急性」についてですが、これは「Ａ」とさせていただいてお
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ります。

先ほど来説明のとおり、刑法犯認知件数の大幅に減少する中においても、子ども

や女性に対する声掛けが近年増加しているほか、特殊詐欺被害は後を絶たず、この

特殊詐欺につきましてもその犯行手口が次々と変わってきており、まさに巧妙化し

ているという状況にありますので、こうした犯罪情勢の変化を速やかに地域住民に

情報として発信する必要がありますので、「Ａ」評価とさせていただいております。

次に、「Ⅴ 総合評価」であります。

施策の幹事部長であります生活安全部長による評価につきましては、「Ａ」評価

とさせていただいております。

本施策を実施した結果、刑法犯認知件数、検挙率とも全国でトップクラスの水準

を維持しており、その成果が目に見える形で現れている一方で、先ほど説明しまし

た課題につきましては改善を図りながら推進する必要があり、犯罪の発生状況に柔

軟に対応しながら本施策を発展的に推進してまいりたいと思っております。

次に、「地域と連携した防犯体制の整備事業」についてであります。

１１ページの「継続事業中間評価調書」を御覧ください。

初めに、「１－１．事業実施の背景」についてであります。

本事業は、平成１７年度に立ち上げた事業となります。県内の刑法犯認知件数は

減少傾向にあるものの、罪種や地域によっては増加に転じている犯罪があるほか、

全国的に特殊詐欺や声掛け事案が増加している現状にあることから、地域の実情に

合わせて地域社会が一体となった防犯活動を促進する必要があるものであります。

次に、「１－２．外部環境の変化及び事業推進上の問題点」についてであります。

生活形態の都市化に伴い、社会的な無関心が広がる傾向にあるなど、地域のつな

がりに基づいた犯罪抑止機能が低下しているほか、インターネットの普及により、

これを利用したり、犯罪の手口の知識を得るなど、犯罪が複雑多様化する傾向にあ

ります。また、地域安全活動に従事する住民の高齢化が著しく、現役世代や事業所

を活動に組み入れるなど、活動の更なる活性化が求められております。

次に、「２．住民ニーズの状況」についてであります。

会合などの様々な機会を通じて、地域安全活動を牽引するための地域におけるリ

ーダーの育成や自主防犯活動に対する情報提供や物品の支援、事業所による活動へ

の参加が求められており、本事業の内容と住民ニーズは一致しているものでありま
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す。

続きまして、「３．事業目的」についてであります。

各種防犯団体や自治体、事業所が連携してボランティア活動を普及し、自主的な

防犯活動を推進することにより、良好な治安状態を維持し、犯罪のない明るく住み

よい地域社会の実現を目指すものであります。

次に、「４．重点施策推進方針との関係」についてでありますが、本事業は重点

推進事項として進めているものであります。

続きまして、「５．目的達成のための方法」についてであります。

本事業は、地域住民を中心に地域社会が一体となった防犯体制の整備や、若年層、

現役世代によるボランティア活動を促進するものであります。また、地域安全ネッ

トワーク推進交流会の開催などにより、地域安全活動の活性化を図るものでありま

す。

次に、「６．前回評価結果等」でありますが、「実施又は継続」となっております。

今後も良好な治安情勢を維持するため、本事業を効果的に実施する旨の評価であ

りました。これに対して、効果的な事業の推進に必要な予算を要求しております。

続きまして、「７．事業の全体計画及び財源」であります。

事業項目は、「地域安全ネットワーク事業」と「犯罪抑止対策事業」であります。

「地域安全ネットワーク事業」は、自主的な地域安全活動を活発化するため、地

域安全情報の提供や活動拠点の整備と防犯教室の充実、地域安全ネットワーク推進

交流会の開催などを行うものであります。

「犯罪抑止対策事業」は、特殊詐欺被害防止や無施錠対策等の重点広報を実施し、

地域の犯罪情勢に即した効果的な犯罪抑止対策を行うものであります。

予算としましては、一般財源により、安全対策研修用テキストや地域交流会リー

フレットの購入、青色回転灯やその講習リーフレットの購入、情報発信用パソコン

の整備、防犯啓発用ポスター、チラシ、印刷製本費に関わる経費で、平成３０年度

は合計で２１１万６，０００円の予算でありました。

次に、「８．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み」についてであ

ります。

１３ページを御覧ください。

指標は、防犯ボランティア団体数と自転車盗難被害の無施錠率であります。
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平成３０年度の防犯ボランティア団体数の目標は２７４団体でありましたが、実

績は２２６団体となっており、８２．５％の達成率であります。

自転車盗難の無施錠率は、全国平均が約６０％に対し実績は８１％となっており、

７４．１％の達成率であります。

団体数が年々減少しておりますが、近年、小学校の統廃合が進み、これに伴い防

犯ボランティア団体も減少傾向にあるほか、活動に従事する地域住民の高齢化も減

少の一因となっております。統廃合によって小学校の数が減少しても子どもの活動

範囲には変わりありませんので、防犯ボランティア活動への学生、社会人等の現役

世代の参加促進に努めてまいりたいと考えております。

次に、所管課の一次評価についてであります。

「必要性の観点」ですが、評価結果を「Ａ」としております。

「現状に照らした妥当性」を「ａ」と評価させていただいております。これはも

う先ほど来説明のとおり、刑法犯認知件数が減少傾向にあるものの、犯罪の内容・

手口が変化するなど体感治安の向上につながっていないことから、今後とも地域、

自治体と連携・協働した対策を必要とするということが認められるため、評価を

「ａ」としております。

続いて、「住民ニーズに照らした妥当性」も「ａ」と評価しております。地域住

民は、犯罪の発生などに対する情報や自主防犯活動の支援、地域におけるリーダー

の育成などを求めておりまして、本事業は地域住民のニーズに沿っていると認めら

れることから、評価を「ａ」とさせていただいております。

次に、「有効性の観点」でありますが、評価結果を「Ｂ」としております。

「事業目的の達成状況」を「ｂ」としております。本事業を推進した結果、犯罪

の総量抑止には効果が現れておりますが、防犯ボランティアの確保、無施錠対策な

どが社会の規範意識の向上に課題があるということで、「ｂ」評価とさせていただ

いております。

続きまして、「効率性の観点」でありますが、「Ａ」とさせていただいております。

「事業の経済性の妥当性」を「ａ」とさせていただきました。この事業は、主に

マンパワーにより情報発信活動や研修会の開催による活動の支援、関係機関・団体

と連携した活動を全県的に展開しているものであり、費用対効果の面からも高い効

率性が認められることから、評価を「ａ」とさせていただいております。
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最後の「総合評価」であります。「事業の妥当性」は、「概ね妥当である」として

「Ｂ」評価としました。

これまでの説明のとおり、犯罪の総量抑止に一定の成果を上げているものの、防

犯ボランティア団体の確保や無施錠対策の課題等から「Ｂ」とさせていただきまし

た。

「対応方針」につきましては、「現状維持で継続」すべきと認めました。

刑法犯認知件数が大幅に減少している中におきまして、特殊詐欺や声掛け事案が

後を絶たない現状に鑑み、様々な犯罪情報を速やかに発信して地域住民の防犯活動

を支援することは、安全で安心な地域社会を実現するために必要不可欠であります

ので、「現状維持で継続」すべきと認めたものであります。

説明は以上となります。御審議のほどよろしくお願いしたいと思います。

● 池村委員長

ありがとうございました。

それでは、一連の説明をしていただきましたので、これより調査審議ということ

になります。

最初に、事業評価についていかがでしょうか。はい、松渕委員どうぞ。

◎ 松渕委員

「防犯ボランティア団体数」が減っているということで、この設置基準は小学校

数プラス市町村数掛ける３という説明がありましたけれども、その基準より下回っ

てるということですか。小学校が統廃合によって減っている以上に、団体数が減っ

ているということなのですか。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

委員がおっしゃったとおり、やはり小学校の統廃合の関係も多いと思いますが、

ただ「防犯ボランティア団体」につきましては、引き続いて継続していくというこ

とでありますので、確かに地域ごとにあってその変化はあるかと思います。

◎ 松渕委員
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その定義というか目標値が、市町村数掛ける３プラス小学校数より上回っている

のか下回っているのかで評価が全然違うと思うのですが、それからするとどうなの

ですか。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

一応、目標数値の計算方式としては小学校プラスアルファの３といたしましたが、

先ほど御説明しましたとおり、やはり小学校の統廃合の関係や高齢のボランティア

の方々の関係で、ボランティア数は減っているという実情であります。ただ、委員

等も御存じかと思いますが最近の犯罪情勢に関して、例えば今年５月の川崎のスク

ールバスの殺傷事件の関係や、５月の滋賀の保育園児の交通事故の関係など含めま

して、全国的にボランティアの活動意識が非常に高まっております。ちょっと数は

捉えられませんが、もちろん秋田県内も同じように非常に意識が高まってるという

状況であります。

◎ 松渕委員

申し上げたいのは、一応施策もこのボランティア団体数が減っているので「Ｂ」

になっているのですが、設置目標というか基準の数をキープしていれば、「Ｂ」評

価ではなくて「Ａ」でもいいのかなという気がするものですから、その基準からす

るとどうなのかということをお伺いしたいのですが。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

実際に地域によっては上がっているところもあれば、やはり下回っているところ

もあるのが現状であります。我々県警としましては、できればボランティア数は多

いに超したことはありませんが、ただやはり数値目標ということで、様々な高齢者

も含めまして若い団体のボランティアを増やしていきたいと思っております。ただ、

現状にあっては先ほど言ったとおりの状況でありますので、まず目標には近づけて

いくものの、今ある防犯団体活動の促進を更に図っていきたいということで御理解

をよろしくお願いいたします。

● 池村委員長
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どうぞ。

◎ 松渕委員

その設置目標が基準より上回っているのか下回っているのか、それを直接的に聞

きたいですね。それを維持できているのであれば、それなりの評価ができると思う

のですが、維持できていないとすれば「Ｂ」評価になると思います。そこは大きな

境目だと思うのですね。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

全ての市町村で、小学校でできれば、「Ａ」として評価させていただきたいので

すが、実際はできてないところもありますので「Ｂ」評価とさせていただいたと。

よろしいでしょうか。

● 池村委員長

そのほかいかがですか。

◎ 松渕委員

指標のⅡで無施錠率という指標が出ていますけれども、実際の自転車の盗難被害

件数の傾向というのはどうなのですか。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

自転車盗難被害件数は、やはり少し上がっているということであります。昨年が

３３４件で一昨年よりプラス１０件というような現状にあります。

● 池村委員長

よろしいですか。

そのほかいかがですか。

私から、有効性の点なのですが、目的が達成されているとは言えませんから「Ｂ」

で異存はないのですけれども、その指標の達成状況の８２．５％、７４．１％とい

う数値に照らしたときに、この数値がどれくらいまで落ちたら「Ｃ」評価になるの
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でしょうか。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

数値的なものもありますけれども、過去の現象の状況も踏まえまして、やはり個

別に判断することになると思います。何％になったら「Ｃ」評価といったことにつ

いては、今のところこちらで定めているものはありません。

● 池村委員長

ということは、定量的評価と定性的評価を総合的に考慮してということになるの

でしょうけれども、それはどの程度の割合で考慮されるのですか。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

定量も定性も、いずれやはり総合的に判断しなければならないので、片方が高い

低いとか、もう片方が高い低いという形で、それぞれの判断は難しいところであり

ますので、御理解をよろしくお願いしたいと思います。

● 池村委員長

はい。別に「Ｂ」で異存があるわけではないのですが、分界線が見えないなとい

うことなのですよ。つまり少なくとも８２．５％や７４．１％という数字をどうい

うふうに受け止めるべきかという記述がないということなのですよ。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

分かりました。今、委員長の御指摘も踏まえまして、今後対策をとらせていただ

きたいと思います。

● 池村委員長

何かそこに関する記述があると安心するのですが、総合的な考慮とは言うものの、

どういうふうな中身なのかというのが見えないものですから、少し気になったとい

うことです。評価結果について異存があるわけではありません。

そのほかいかがでしょうか。
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では、施策の方はいかがでしょうか。この施策は１事業ということですから、事

業の方に返っていただいてもよろしゅうございますけれども。

いかがですか。はい、どうぞ、松渕委員。

◎ 松渕委員

興味の世界になってしまうかもしれないのですが、「犯罪の発生が多い地域に街

頭防犯カメラを設置し」という、３ページのところですけれど、今、台数というの

は教えていただけるものですか。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

これについては公表しておりまして、台数は６９台、４市に設置させていただい

ているところであります。ただ、昨年の予算要求で増設が認められておりますので、

今年度中に１０台追加して、６市に７９台ということであります。

◎ 松渕委員

この事業評価の方の予算とはまた別枠ですか。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

今回御審議いただくのが「地域と連携した防犯対策の整備事業」ということです

ので、防犯カメラ事業については今回はまた別個ということで説明はさせていただ

いておりません。

◎ 松渕委員

さらにもう一つ、「地域の犯罪情勢に即した効果的な犯罪防止対策の推進」とい

うことで、３ページの施策の推進状況で、その地域の犯罪情勢というのをどのよう

に分析しているか、例えば、今よくあるＡＩで犯罪が起きそうな場所で犯罪が起き

そうな時間に合わせて見守りや巡回を強化するというようなことについて、どの辺

まで導入されているのでしょうか。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官
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残念ながらＡＩの導入までは全く至っておりません。ただ県警としましては、各

警察署ごとに上半期・下半期で、いわゆる重点犯罪対策ということで各警察署ごと

の犯罪情勢に照らして犯罪の抑止対策の目標を掲げて、それに向かって対策をとら

せていただいております。ですから、１警察署にあっては、前半戦、自転車盗難被

害対策に力を入れたところ、被害が減った。ただ、ほかの警察署では自転車盗難被

害は増えたということで、下半期はその施策を推進していくというような形で対策

をとらせていただいております。

● 池村委員長

そのほかいかがですか。それでは松渕委員から防犯カメラのお話が出ましたので

お伺いしたいのですが、防犯カメラの使用というのは、いわゆる個人情報の本人外

取得という概念に当てはまるわけですね。でもこれは県の個人情報保護条例上、正

面から認められているものですから、本人外であっても全く問題はないのですけれ

ども、先ほどおっしゃったように現在６９台、これからも増やしていきたいという

ことですが、防犯カメラを設置することの必要性や、あるいは設置の合理性という

点について、基準を定めておられるのでしょうか。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

防犯カメラの事業につきましては、平成２６年から進めてるところであります。

必要性に関しましては、やはり犯罪発生率が高いというところを抽出しまして、ま

ず当初は大町川反地区、平成２６年あたりは暴力団体対策等いろいろありまして、

その対策を含めまして設置をしております。その後は、やはり犯罪の発生の状況を

踏まえて設置しております。

それから、設置の根拠等につきましては、確かに委員長がおっしゃったとおり個

人のプライバシーの関係が一番危惧されるところでありますが、この防犯カメラの

設置に関しては、いわゆる犯罪抑止が目的でありまして、例えば検挙だとか個人の

プライバシーをいかがするというものではありません。設置に際しましても必ず地

域住民にアンケート調査等を実施しまして、皆さんが設置していいというような結

果をいただいて設置しております。設置に関しましては、秋田県でも防犯カメラの

設置及び運用に関するガイドライン等が制定されておりますし、これを踏まえまし
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て、秋田県警におきましても秋田県公安委員会規則をつくりまして、きちんとした

管理、設置を実施しているところであります。

● 池村委員長

その設置の基準であるとか管理の概要について定め的なものが、内規でしょうけ

れども、それがあるのであれば安心いたしました。当然あってしかるべきだとは思

いますけれども。何せ効果が絶大であることは事実なので、あとはどういうふうに

必要以上の設置を避けるかということになるでしょうから、よく言われる監視社会

というのが好ましいというわけでもありませんので、合理的な基準に基づいておら

れて恣意的な運用もされないということであれば安心でございます。

そのほかございますか。

なければ、政策の方を含めていかがでしょうか、あるいは総括的なところでもよ

ろしゅうございます。はい、吉澤委員どうぞ。

◎ 吉澤委員

「秋田県の犯罪情勢」という資料についてですが、これによると、全体的に平成

２５年、２６年というのは各犯罪のジャンルで件数等が高く、予算の方を見ても、

その後予防的な対策のところが上がっているということで、うまくこう動いている

というふうに見えるのですが、予算と「犯罪情勢」との関係を少し御説明いただけ

ないでしょうか。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

委員の皆様方にお配りした「秋田県の犯罪情勢」を見てお分かりのとおり、認知

件数も最盛期よりかなり減っており、それぞれ地域安全ネットワーク事業などの推

進に伴って減少傾向にあるというのは、やはり施策の予算の効果も増えているもの

と思います。ただ、この中で子どもに対する声掛け事案が昨年は過去最高というこ

とで非常に危惧しておりまして、そのための予算措置として、例えば子どもの安全

対策に関する研修会などを様々な施策で実施していますが、その際にリーフレット

などの広報媒体をつくって、防止、予防を図るということで、やはり予算的にも情

勢に合わせた使い方を実施しているところであります。
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◎ 吉澤委員

サイバー犯罪というのは、これは直接的に何か防ぐ方法をとっていらっしゃるの

ですか。

□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

サイバー犯罪というのは、インターネットのオークション詐欺や電子掲示板によ

る名誉毀損、コミュニティサイトを利用した児童買春事案など、そういったものを

総称してサイバー犯罪と定義づけております。ただ、やはりこの種の犯罪も手口を

変えてきますし、ちょっと間違ってクリックするとウイルスを仕込まれたり、非常

に対策も難しいところですので、とりあえずこういう広報に関しましても、やはり

知らないところから来たメールはクリックしないとか、おかしいアダルトサイトに

は入っていかないということを、いろんな会合等を含めまして指導啓発していると

ころであります。

● 池村委員長

そのほかございませんか。

それでは、また私から。評価の観点なのですが、３ページの「施策の評価結果」

のところで、この政策には２つの施策があってそれぞれ「Ａ」と「Ａ」ですので、

この政策の総合評価として目標達成ということに特段異論があるわけではないの

ですが、どうしても３ページの上の方の施策が目指しているところの指標の達成率

が気になるのですよ。つまり評価基準からすれば、目標を８割以上達成していると

いうのが一応の線として求められているわけですよね。それが「Ｂ」ですよね。た

だ、「Ａ」は目標達成ということで、その総合的な判断とこの施策の目標の達成率

というのをどういうふうに見たらいいのか、結びつけたらいいのかというのがやは

り多少不鮮明なところが残るのではないかなと思います。もちろん判定基準として

は、先ほどと同様に総合的な観点から何割以上というふうに見ていくということに

なりますから、それはそれで問題はないのだろうとは思うのですが、やはり県民か

ら見た場合にどうしてもこの指標のところは気になるだろうなという気はいたし

ます。そこら辺はいかがでしょうか。
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□ 阿部警察本部生活安全部首席参事官

県民目線から言うと非常に分かりにくいというのはおっしゃるとおりでありま

す。やはりきちんとした形で誰が見ても分かるような評価基準ということで、今後

検討してまいりたいと思います。

● 池村委員長

そうですね。

そのほかございませんか。

【委員一同異議なし】

● 池村委員長

ないようでしたら、この資料３「犯罪の起きにくい社会づくりの推進」に関する

政策、施策及び事業評価の審議結果ということになりますけれども、いずれについ

ても特段異論はなく、評価は「妥当である」というふうにさせていただきたいと思

います。よろしゅうございますね。

【委員一同異議なし】

● 池村委員長

ありがとうございました。

それでは、本件は以上といたします。関係者の皆様ありがとうございました。

昨日、今日と活発な御審議をありがとうございました。合計２１件を一応消化す

ることができたということであります。御協力に感謝いたします。

なお、評価委員会としての意見のとりまとめは、何回か触れさせていただきまし

たが、事務局と本職に御一任をいただきたいと思っております。

それでは、議事の（３）「その他」でございますけれども、委員の皆様方から何

かございますでしょうか。

それではないものと認めて、事務局の方ではいかがでしょうか。
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□ 阪場企画振興部参事（兼）総合政策課長

まずは、２日間にわたり御審議をいただきましてありがとうございました。昨年

は犯罪被害者対策のＫＰＩについてかなり議論が及んだという記憶があって、今年

度については、昨日の児童相談所の相談件数の考え方の問題や、今日の世界遺産の

指標の設定の問題、今回大幅に見直しをした評価制度全体について、この制度によ

って出した評価結果の妥当性に関し、様々御審議をいただき大変感謝を申し上げま

す。

その上で事務的で大変恐縮でございますが、政策評価委員の任期は２年間でござ

いまして、この委員会をもちまして、制度改善部会を除けば委員の皆様の任務とし

ては終了ということになります。本当にありがとうございました。

以上でございます。

● 池村委員長

ありがとうございました。

それでは、全て終了ということでお疲れ様でした。

６ 閉会

□ 事務局

事務局から事務連絡です。昨日、今日の審議につきましては議事録を作成しまし

て、後日、各委員の方に御報告いたしますので、その御確認をお願いしますのでど

うぞよろしくお願いします。

以上で、政策評価委員会を終了いたします。

どうもありがとうございました。


